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１．理事長メッセージ 

第１期中期計画期間中の令和２年（2020 年）から令和６

年（2024 年）は、文部科学省の集中経営指導法人の指定や

高等教育修学支援事業の確認の取り消しがあり、これに起

因して、理事会と評議員会の見解の対立を生むなど、運営が

混乱した時期があったが、高等教育修学支援事業の再確認、

集中経営指導法人の指定からの除外を受け、学園のガバナ

ンス体制も正常化しつつある中で、令和７年（2025 年）か

ら５カ年間の第２期中期計画を策定した。第２期中期計画

のスタートは、改正私立学校法の施行と同時であったため、

学園の運営面では、改正法に適合する新たな寄附行為と関

連規程を制定し、その円滑な施行に努めたところであり、学

園運営に関する前期計画期間中の混乱の反省を踏まえ、特

に 、 Governance 、 Compliance 、 Accountability 、

Transparency（G-cat）の重視を標語として掲げた。また、学生等の定員充足を最大・最重要の課

題として、理事長を本部長として令和６年度に立ち上げた学生募集戦略本部において、学生募集

総合戦略を策定したところであり、これに基づいて令和７年度のアクションプランを策定し、学

園、大学、短期大学部、附属高等学校、幼稚園の中期計画に関連付けながら PDCA サイクル（計

画を立てて実行し、評価して改善する仕組み）の組織的な確立に努めた。このようにして、それぞ

れの業務の改善・改革と諸機能の向上スパイラルを目指した。 

 近年、急速に普及している AI については、教職員の活用能力を高め、業務効率化のために積

極的な活用を奨励するとともに、SWOT 分析を進め、学生募集戦略の効果的な実施に資すること

とした。 

また、非稼働施設の賃貸等による収益事業や、積み立て資金の効果的な運用による収入を確保

し、可能な限り老朽化の進む施設の更新費用に充当できるよう努めた。 

 教育研究・地域活動の柱として、地球規模の気候変動や不安定な国際情勢、少子化の進行と

いった日本社会の変化を踏まえ、地域と学園の将来を見据えた「持続可能なウェルビーイング（心

身・社会的に良好な状態）の探求」を目標としてホームページに掲げたところであり、そのうえ

で、学生や教職員がキャンパスを一歩踏み出し、地域の共創に主体的に参画できるよう、地域の教

育機関・行政機関・各種団体との新たな連携を協議していくとともに、既存の連携協定について

も、その実質化を図り、地域との協働をより深めていくこととしている。 

 

理事長 髙橋 誠記 
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2．法人の概要 

（１）基本情報 

 ■法人の名称  学校法人 柴田学園 

 ■主たる事務所の住所 青森県弘前市上瓦ケ町２５番地 

 ■電話番号  0172（32）6200 

 ■FAX 番号  0172（32）9099 

 ■ホームページアドレス https://www.shibata.ac.jp/ 

 

（２）建学の精神 

  柴田学園は大正 12 年（1923 年）、柴田やす先生によって創立された弘前和洋裁縫学校を礎とする。

近隣の婦女子に対して裁縫技能の講習を行い自立の糧を与えようとしたことを始まりとして、かねてよ

り念願の東北女子短期大学開学へと続くその生涯を貫いた心の支えは本学園建学の精神として現在の柴

田学園大学、柴田学園大学短期大学部、柴田学園大学附属柴田学園高等学校、柴田幼稚園へしっかりと継

承されている。  

  

「教育即生活」 
 一． 教育を生活の中に活かせ  

 二． 高い教養と正しい躾を身につけよ    

 三． 常に希望をいだき時代と共に歩め  

  

  「教育を生活の中に活かせ」とは、生活教育の真髄に徹する教育理念の表明であり、創立者の先見の

明を示している。それは単に「覚える」だけでなく、「自ら考え」て問題を解こうとし努力する態度を意

味し、古いしきたりにとらわれたり、徒に他の模倣に走ったりしない自主的な判断と実行を重んずるも

のである。そのためには家政学が諸科学の成果を十分に取り入れなければならないことを常々力説して

やまなかった。 

  「高い教養と正しい躾を身につけよ」とは、学園で学ぶ子女達が人間として全面的に成長することを

願った、生活教育における訓育の具体的方法論である。 

 「常に希望をいだき時代と共に歩め」とは、まさしくあの苦難と闘いながら常に新しい道を開拓した柴

田スピリットそのものである。変わりゆく時代の中で自らの役割を自覚し、やり遂げようとする使命感

は、実は現代の私たちが持たなければならない教訓である。  

 

https://www.shibata.ac.jp/
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（３）学校法人の沿革 

 大正１２年 ４月 弘前和洋裁縫学校開校（翌大正１３年に弘前和洋裁縫女学校に改称） 

昭和２１年 ４月 東北女子専門学校開校 

昭和２３年 ４月 柴田女子高等学校開校 

昭和２４年 ４月 東北栄養専門学校開校 

昭和２５年 ４月 東北女子短期大学（被服科）開学 

昭和２９年 ４月 東北女子短期大学に生活科設置 

昭和２９年 ４月 柴田幼稚園開園 

昭和４０年 ４月 東北女子短期大学に保育科設置 

昭和４４年 ４月 東北女子大学（家政学部・家政学科）開学 

昭和４９年 ４月 東北女子大学に児童学科設置 

昭和５９年 ４月 東北コンピュータ専門学校開校 

昭和６１年 ３月 東北女子短期大学校舎増築 

昭和６２年 ４月 弘前経理専門学校開校 

昭和６３年 １月 東北女子大学校舎新築 

平成１１年 ３月 専門学校統合校舎新築 

平成１２年 ４月 弘前経理専門学校を東北経理専門学校に校名変更 

平成１５年 ４月 柴田幼稚園に桜ケ丘保育園分園併設 

平成１７年 ４月 東北女子大学家政学部家政学科と東北女子短期大学生活科に栄養教諭免許課程設置認可 

平成２０年 ４月 東北女子大学家政学部児童学科の指定保育士養成施設認定 

平成２２年 ６月 東北女子大学校舎移転新築 

平成２４年 ３月 東北女子短期大学被服科廃止 

平成２４年 ８月 東北経理専門学校廃止 

平成２５年 ５月 柴田学園創立 90 周年 記念式典挙行 

平成２７年 ４月 東北女子大学家政学部家政学科を健康栄養学科に改称し管理栄養士養成施設設置 

平成２８年 ９月 東北女子短期大学新講義棟増築 

平成３１年 ４月 柴田女子高等学校共学化により柴田学園高等学校に校名変更 

令和 元年 ８月 東北コンピュータ専門学校廃止 

令和 ２年 ４月 柴田幼稚園を認定こども園に移行 

令和 ３年 ４月 東北女子大学共学化により柴田学園大学に校名変更 

          家政学部を生活創生学部に学部名変更 

          児童学科をこども発達学科に学科名変更 

 東北女子短期大学共学化により柴田学園大学短期大学部に校名変更 

令和 ４年 ４月 柴田学園高等学校の大学附属化により柴田学園大学附属柴田学園高等学校に校名変更 

令和 ４年１１月 東北栄養専門学校廃校 

令和 ５年 ４月 柴田学園大学生活創生学部にフードマネジメント学科設置 

令和 ６年 ５月 柴田学園創立 100 周年 記念式典挙行 
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（４）設置する学校・学部・学科等 

学校名 学部等  住所 

柴田学園大学 生活創生学部 健康栄養学科 

弘前市清原 1-1-16 こども発達学科 

フードマネジメント学科 

柴田学園大学短期大学部 生活科 
弘前市上瓦ケ町 25 

保育科 

柴田学園大学附属 

柴田学園高等学校 
全日制課程 普通科 

弘前市豊原 1-2-1 家政科 

情報科 

柴田幼稚園  弘前市清原 1-1-1 

（５）学校・学部・学科等の学生数の状況 

学校別 学科別 入学定員 入学者数 収容定員 学生数 

柴田学園大学 健康栄養学科 40 44 160 160 

こども発達学科 40 42 180 188 

フードマネジメント学科 20 16 60 32 

計 100 102 400 380 

柴田学園大学短期大学部 生活科 50 23 100 60 

保育科 60 32 120 86 

計 110 55 220 

0 

146 

柴田学園大学附属 

柴田学園高等学校 

普通科 

210 

 

133 

450   

  430 

 

  

家政科 120 

情報科 60 

計 210 133 630    430 

柴田幼稚園 普通保育 30   22 163  43  

計 30  22 163 43 

合       計 450 378 378 1,413  

 

（６）収容定員充足率 

学校別 学科別 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

柴田学園大学 健康栄養学科 85.0 89.4 95.0 99.4 100.0 

こども発達学科 62.9 72.9 

-- 

81.8 94.0 104.4 

フードマネジメント学科 -- -- 45.0 40.0 53.3 

計 71.8 79.5 

100 

85.3 90.8 95.0 

柴田学園大学短期大学部 生活科 59.3 100.9 118.0 92.0 60.0 

保育科 66.1 70.7 81.7 88.3 71.7 

計 63.0 84.0 98.2 90.0 66.4 

柴田学園大学附属 

柴田学園高等学校 

普通科 

 72.4  75.7  74.3  77.9 74.0 家政科 

情報科 

柴 田 幼 稚 園 普通保育 76.6 71.9 71.3 69.6 

 

72.4 

 

 
 

 

（令和 7 年５月１日現在：単位 人） 

（毎年度５月１日現在：単位 ％） 
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（７）役員の概要 

①定員数・役員の氏名、就任年月日、常勤非常勤の別 

 定員数 理事：5～9 名以内 監事：2 名 

役職 常勤・非常勤の別 氏  名 就任年月日 備考 

理事長 常  勤 髙 橋 誠 記 
理事長：令和 6 年 4 月 1 日 

理事 ：令和 5 年 4 月 1 日 
 

理 事 常  勤 吉 澤 結 子 令和 6 年 4 月 1 日 柴田学園大学学長 

理 事 常  勤 島 内 智 秋 平成 31 年 4 月 1 日 柴田学園大学短期大学部学長 

理 事 常  勤 荒 城 英 子 令和 5 年 4 月 1 日 柴田学園高等学校校長 

理 事 非常勤 大 井 正 清 平成 31 年 4 月 1 日  

監 事 非常勤 青 木 早 苗 令和 5 年 9 月 1 日  

監 事 非常勤 葛 西 明 人 令和 6 年 4 月 1 日  

②責任免除・責任限定契約、役員賠償責任保険契約の状況 

 ・責任免除に関する決議等：該当なし 

 ・責任限定契約：該当なし 

 ・補償契約：該当なし 

 ・役員賠償責任保険契約の状況：本法人は、理事、監事、評議員を被保険者とする役員賠償責任保険契約（D&O 保

険）を締結している。当該保険契約は、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る

請求を受けることによって生じる損害を補償するものであり、保険料は法人が負担している。 

 

（８）評議員の概要 

定員数・役員の氏名、就任年月日、主な現職等 

 定員数 6 名以上 10 名以内 

区 分 氏  名 就任年月日 主 な 現 職 等 

評議員 霜 鳥 秋 則 令和 7 年 1 月 1 日 柴田学園元理事長 

評議員 橋 本  勝 令和 7 年 1 月 1 日 弘前大学農学生命科学部教授 

評議員 田 中 直 人 令和 5 年 4 月 1 日 放送作家プロダクション人力舎スクール JCA 講師等 

評議員 平 井  誠 令和 6 年 4 月 1 日 社会福祉法人つがる三和会 職員 

評議員 平 野 聖 治 令和 6 年 4 月 1 日 柴田学園大学短期大学部 非常勤講師 

評議員 赤 石 幸 子 令和 5 年 4 月 1 日 東北女子大学家政学部家政学科卒業 

評議員 佐 藤  悟 令和 5 年 4 月 1 日 法人本部事務局長 

評議員 今 村 麻 里 子 令和 5 年 4 月 1 日 柴田学園大学准教授 

（令和 8 年 3 月 3１日現在） 

（令和 8 年 3 月 3１日現在） 
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（９）会計監査人の概要 

・定員数、名称又は氏名、就任年月日等 

 定員数 会計監査人：2 名 

氏  名 就任年月日 

小  林  太  郎 令和 7 年 6 月 26 日 

鈴  木  崇  大 令和 7 年 6 月 26 日 

 

（10）理事選任機関の概要 

・構成等 

 ・名称： 理事選任委員会 

 ・定員： 6 名 

・構成等：理事会から選出された者  ３名 

評議員会から選出された者 ３名 

 

（11）教職員の概要 

・教職員の本務・兼務別の人数等 

学校別 

教 員 職  員 

計 

本 務 兼 務 本 務 兼 務 

柴田学園大学 35 7 11 5 58 

柴田学園大学短期大学部 16 3 8 3 

 

30 

柴田学園大学附属柴田学園高等学校 

柴 田 学 園 高 等 学 校 

33 

 

0 4 0 37 

柴田幼稚園 14 10 4 4 

 

32 

清風寮 0 0 2 

 

3 5 

法人本部 0 0 9 0 9 

合      計 98 20 38 15 171 

 

 

 

（令和 7 年５月１日現在：単位 人） 
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2．事業の概要 

（１）学園の新たな取り組み 

 

① 大学・こども発達学科 

・教員による「わくわくカレッジ」の開催（令和７

年度）  

こども発達学科では青森学術文化振興財団助成事業

として開催している「わくわくカレッジ」を本年度も実

施しました。本講座は、子どもたちが豊かな感性と情操

を育む体験の場であるとともに、保護者の皆様が安心し

て交流し、学び合える機会を提供するものです。この取

り組みには、学生も多数参加しており、こども発達学科

の教員と学生が核となり家庭と地域社会を繋ぐことで、

青森の未来を担う子どもたちを社会全体で育むという、

より大きな環境づくりに貢献することを目指していま

す。本年度は全５回で、以下の通り実施しました。 

 

つくって遊ぼう！射的ゲ

ーム：夏祭りの遊びとし

て子どもたちに人気のあ

る「射的ゲーム」を親子

で作りました。身近にあ

るトイレットペーパーや

紙コップを素材に作成しました。保護者の方も子ども

たちと一緒になって楽しむ様子が見られ、盛り上がっ

た活動となりました。 

 

歌、ピアノ、楽器を楽しも

う！：幼児から中学生まで

の親子の皆様にご参加い

ただきました。初めてトラ

ンペットやトロンボーン

に触れる子も、ピアノ経験

者も、みな真剣な表情で練

習を重ね、ミニ発表会では自信に満ちた笑顔で練習の成

果を披露しました。 

 

「手を動かして算数しよ

う！」：「輪飾りを切ってみ

よう」「ミニタングラムで図

形を作ってみよう」など具

体物を操作しながら算数を

学んでいきました。図形の不思議を感じたり、ゲームを

通して図形づくりや計算の楽しさを感じたりしました。 

 

親子・家族関係に活かす

コミュニケーション：個

人のコミュニケーショ

ンやその変化に着目す

る心理療法「ブリーフセ

ラピー」の視点をもとに、

親子や家族の在り方について概説しました。参加者同

士のワークも交えて良好な親子・家族関係につながる

コミュニケーションを実践しました。 

 

 版遊びを楽しもう！～トレ

ーを使って版画制作～：身

近な素材であるプラスチッ

クトレーに絵を描いたり、

いろんな材料で型をつけ

て、インクを使って版画の

ようにしたりしてすることで、親子で表現活動を体験

する機会となりました。刷り上がった作品が紙に写る

瞬間には喜びの声が上がり、活動全体を通して笑顔が

多く見られました。 

 

② 大学・健康栄養学科 

・総合型選抜の実施 

令和 8 年度入学者選抜に総合型選抜を導入し、継続的

に取り組める姿勢に重点をおいて評価することで、他の

選抜方法と差別化して行いました。今年度は 6 名が受験

し、定員の 5 名の合格者が入学しました。一方で、学校

推薦型選抜の受験者数が減ったことが課題となりました。 

・３年学生と弘前市健康

子ども部健康増進課によ

る食生活改善推進員研修

会の実施 

公衆栄養学実習において、

弘前市が実施する食生活改

善推進員活動支援事業「食生
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活改善推進員研修会」に、学生が講師として参加しました。

高血圧のメカニズムや予防方法、減塩レシピの試食を通

して知識を伝えるとともに、地域で活躍する食生活改善

推進員との交流を通して、地域における食生活改善の重

要性について実践的に学びました。今後も、新たなカリキ

ュラムである公衆栄養学実習Ⅱの中で地域での実践活動

の学びを継続していく予定です。 

 

・1~2 年生対象「基礎系実験講習会」の実施 

 健康栄養学科 1~2 年生

の基礎研究に興味のある

学生を対象に、基礎系の教

員が主導する実験講習会

（11 回）を開催しました。

講習会には学生 46 名が参

加し、基本的な測定技術、

器具の取り扱い、安全管理

の知識などを学びました。1 年生はこれから実験が始まる

ため、その成果を評価していきたいと考えています。 

 

③ 大学・フードマネジメント学科 

・「第２回みどり戦略学生チャレンジ」でポスター

賞受賞 

１年生と２年生が、講義や実習で得られた成果を合計６

題のポスターにまとめて「第２回みどり戦略学生チャレ

ンジ」（農林水産省）に応募。このうち、２年生のチーム

による「地域食材を輝かせる私たちの 6 次産業化―若手

の力で進める地域活性―」が東北ブロックで東北農政局

みどり戦略推進官賞の受賞に結びつきました。これらの

６題のポスターを、「第２回食べるたいせつフォーラム」

（青森県生活協同組合連合会・東北農政局青森県拠点）や

「第２回フードマネジメント学科公開シンポジウム」に

おいて発表し、一般市民の皆様と活発な意見交換を行い

ました。 

 

・各種レシピコンテストで高評価 

地域の食資源である「黒にんにく」や「りんご」を材料

に取り上げ、６次産業化の実践としてレシピ開発を行い、

各種コンテストへ意欲的に挑戦しています。この成果と

して、「第９回世界黒にんにくサミット」でスイーツ部門

のグランプリを獲得したほか、「令和７年度青森りんごオ

リジナルレシピコンテスト」では大学賞を受賞するなど、

高評価に結びついています。 

 

④ 大学・「数理・データサイエンス・AI 教育プログ

ラム」（リテラシーレベル）開講 

文部科学省が実施を推奨している数理・データサイエ

ンス・AI に関する教育プログラムについて、リテラシ

ーレベルに求められる条件にそって 1 年生必修科目

として開講した。受講生の感想として、実例を用いパ

ソコン操作しながらの授業だったため楽しく理解が

進んだ、これから必要になるので身につけていきたい

という声が聞かれた。1 年間の実施実績ののち文部科

学省「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認

定制度」への認定申請に進む予定である。 

 

 

⑤ 短大・TSUTAYA BOOK STORE ヒロロ店で

「おすすめの絵本」の POP を展示しました 

柴田学園大学短期大学部では、令和 7 年 11 月 4 日

から令和 7 年 12 月末まで、認定絵本士資格の取得を

目指す学生が選んだ「おすすめの絵本」の POP を、

TSUTAYA BOOK STORE ヒロロ店のご協力のもと、

展示させていただきました。学生たちが心を込めて作

った POP が、どのように店頭で読者と本を結びつけ

るのか、貴重な学びの機会となりました。この企画を

通じて、一冊でも多くの絵本と読者との素敵な出会い

が生まれることを願っています。 
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⑥ 短大・「弘前物産パルシー展」で展示をおこない

ました 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柴田学園大学短期大学部では、令和 8 年 1 月 31 日

から令和 8 年 2 月 27 日まで、保育科と生活科の学生

が協力して、弘前駅ビル「アプリーズ」のお土産物店

「弘前物産パルシー」の魅力を伝えることを目的に、

ＪＲ弘前駅の津軽ラウンジにて、「弘前物産パルシー展」

の企画・制作をおこないました。 

学生ならではの視点で、弘前物産パルシーの歴史を

紹介するとともに、おすすめのお土産品を、手作りカ

ードやＰＯＰで案内しました。さらに、新商品アイデ

ィア、手作りぬいぐるみ、遊べるおもちゃの展示（キ

ッズコーナー）、オリジナルソング映像など、多彩な内

容を展示しました。 

展示と店舗の双方に足を運んでもらうための工夫と

して、AR を活用した日替わりフォトフレームの提供や、

学生おすすめのお土産を購入した方へお土産に添えて

渡せる手作りカードの制作も行いました。さらに、店

舗で「パルシー展を見た」と伝えた方に、学生が考案

したパルシーのオリジナルキャラクター「ルーシィ」

や「ぷんとこちゃん」のぬりえをプレゼントする企画

も考案しました。 

オリジナルソング映像では「弘前物産パルシー 四季

を巡るお土産ソング」を制作し、学生たちがダンスを

考案しました。その様子を動画にまとめ、会場のモニ

ターで上映することで、来場者に楽しみながら弘前物

産パルシーの魅力を感じてもらえるよう工夫しました。 

AR フォトフレームは、1 日の最高アクセス数が 52

回となり、期間中には 200 件近くのアクセスがありま

した。キッズコーナーでは、休日になると子ども連れ

の来場者も見られ、金魚ねぷたつりや、フェルトで作

ったりんごを使ったりんごの収穫体験、学生が制作し

た「ルシカ（スイカ）」を使って遊ぶ「ちびっこ駅」、大

型の立体パズルなどを楽しむ様子が見られました。 
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選手特別賞の 3 名 

⑦ 短大・防災非常食アレンジに挑戦し、２０種類

のレシピ集を作成 

平川市の地域団体「いのちと絆とつなぐ会」及び

「津軽アヅマルシェ」と、生活科 2 年栄養士課程の学

生が共同で、防災非常食のアレンジレシピを考案し

た。避難所でも簡単に作ることができ、栄養バランス

にも配慮した 20 種類のレシピをレシピ集としてまと

めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 短大・奥瀬の豆腐店の「おから」を用いて、グル

テンフリー、低糖質のスイーツづくりに挑戦 

平川市のタカシンスイーツ店「luv U」で販売するおから

スイーツコンペに、生活科 2 年の学生 15 名が挑戦した。

「luv U」で販売されているスイーツは、グルテンフリー・

低糖質を目指しているため、小麦粉、米粉、砂糖を使用せ

ず、黒石市奥瀬の豆腐店のおからを用いることが条件と

されている。そのため、参加した学生たちは非常に苦戦し

ながらも、何度も試作を繰り返してコンペに臨んだ。一次

審査では、15 作品の中から 5 作品が選出され、その結果、

1 位、アイディア賞、社長賞、努力賞、特別賞を受賞した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 高校・地域連携による「選手２次元化デザインコ

ンペ」を実施しました 

地域連携の取り組みとして、ブランデュー弘前 FC と

の連携協定に基づく「選手 2 次元化デザインコンペ」の

審査会が実施され、入賞した生徒がホームゲームで表彰

されたほか、考案したデザインがタオルやシールなどの

グッズとして製品化・販売されるなど、生徒の創造性を

社会に還元する機会を設けました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査員賞の生徒と製品化したタオル 
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⑩ 高校・プロから学ぶクレープ調理・ヘアメイク

実習を実施しました 

専門的・実践的な学びの充実を図るため、地元パティ

スリーのシェフを招いた包みクレープ作りの調理実習

や、2 年家政科の生徒を対象とした青森県ヘアアーチス

ト専門学校でのヘアメイク体験講習を開催し、プロの高

度な技術やステージ向けのアレンジ手法を直接学ぶこと

で、将来の進路選択や発表会に活かすスキルを培いまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 高校・大学連携による「ピアノ基礎」実習を実

施しました 

学園内の高大連携事業として、2 年普通科で「ピアノ

基礎」を選択する生徒 29 名が柴田学園大学を訪問し、

幼児教育音楽科教育法を学ぶ大学生から直接ピアノの弾

き方を習う実習を行うなど、親身な指導と世代間交流を

通じて学習意欲の向上を図りました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫ 高校・普通教室への空調設備設置と構内高木伐採

を実施しました 

校内環境の整備面において、近年の猛暑対策として

8 月に、普通教室へエアコンを新たに設置しました。

今後は特別教室への導入検討も進めています。また、

前年度に引き続き倒木の恐れがある構内の高木伐採を

重点的に実施し、生徒が安全かつ快適に充実した学校

生活を送れる教育環境を整備しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パティスリーのクレープ作り実践 

 

専門学校でのヘアメイク体験 

 

大学での「ピアノ基礎」実習 

男子生徒も直接指導を受けました 

伐採後のグラウンド周辺 

教室に設置されたエアコン 
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⑬ 幼稚園・保育内容に充実 

 今年度は、子どもたちの食への関心を高めることを目的

に、新たな食育活動として「お魚教室」を実施しました。

漁師さんによる魚のクイズや漁の様子を映像で見たりお

話を聞いたりした後、実際に魚に触れてみました。勢いよ

く魚をつかむ子、指先で触る子、魚から離れる子などの様

子がみられました。「怖かった！」「ぬるぬるしてた！」「今

度魚食べてみる！」と今までより魚が身近に感じられた取

り組みになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑭ 幼稚園・保護者支援 親子教室 

 保護者や入園前の親子を対象に今年度「給食試食会」

を初めて開催しました。実際に子どもたちが食べている

給食を試食していただくことで、献立内容や栄養バラン

ス、調理法などへの理解を深めるきっかけとなりました。

参加した保護者からは「子どもたちが好きなメニューの

レシピが知りたい！」と栄養士に質問がありました。親子

教室では「給食おいしかった！」「幼稚園を選ぶ時の参考

にします」という声もありました。本園の給食への理解と

関心を高める良い機会となりました。 
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（２）主な教育・研究の概要 

・柴田学園大学（令和 3 年度より改名） 

 生活創生学部（令和 3 年度より改名） 

 ①健康栄養学科 

地域に貢献できる「健康づくりの専門家」を育てます。人間の生涯にわたる健康生活に必要な幅

広い専門的知識・方法等を中心課題として、 家族・家庭、福祉、衣食住等に関わる事項を教授研

究し、高い知性と豊かな情操をそなえた実践力のある管理栄養士、栄養教諭、家庭科教員をはじ

め、社会各般の分野で貢献できる人材を育成します。  

 

 ②こども発達学科（令和 3 年度より改名） 

時代や社会に求められる「こどもの専門家」を育てます。「小 1 プロブレム」の多面的な理解を

ふまえ、保幼小の接続や様々な機関と連携した児童虐待への対応など、今日の子どもを巡る課題に

適切に対応するためには、教育や福祉といった 分野を横断する知識や視点、そして高い専門性が

求められます。青森県内唯一である教員免許状と保育士資格が同時に取得できる 4 年制大学として

の、確かな指導力と実践的な対応力を備えた「子どもの専門家」を輩出しています。 

 

 ③フードマネジメント学科（令和 5 年度開設） 

   地域の特性を活かした「食」のスペシャリストを育てます。食の持続的発展の実現に向けて、バ

イオテクノロジーや食の科学を基礎に、食の開発から、食の安全性・機能性、さらには食の教育や

食の流通・サービスまでの総合的な知識と技術を修得します。食に関わる社会問題に興味を持ち、

地域の活性化を図るとともに、それら諸問題の解決に積極的・意欲的に取り組み、修得した総合的

な知識・技術等を社会に貢献できるよう、その専門性をもって指導的役割を果たすことができる人

材を育成します。 

 

 ■取得免許・資格 

①健康栄養学科 

管理栄養士国家試験受験資格 

栄養士免許 

栄養教諭一種免許 

高等学校教諭一種免許（家庭） 

中学校教諭一種免許（家庭） 

食品衛生監視員（任用資格） 

食品衛生管理者（任用資格） 

 

②こども発達学科 

小学校教諭一種免許 

幼稚園教諭一種免許 

保育士資格 

 ③フードマネジメント学科（令和 5 年度開設） 

  フードコーディネーター3 級 

  フードスペシャリス卜 

  フードサイエンテイス卜 

  食の 6 次産業化プロデューサー（レベル２） 
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・柴田学園大学短期大学部（令和 3 年度より改名） 

①生活科 

健康で豊かな生活を作り出すために興味と意欲をもって学ぶ人の希望を叶えます。 

生活科はそれぞれの課程で実社会に対応できる知識・技能を身に付けるために実践と理論をバラ

ンスよく取り入れたカリキュラムを用意しています。多様化する社会や生活のアドバイスができ

る、ビジネスから健康な暮らしまで地域社会や職場 で必要とされるライフアドバイザーを養成し

ます。 

 

②保育科 

     保育科では、「先生」として子供たちとしっかり遊び込める確実な実践力、「職員」としてしっか

り動ける確かな社会人力を身に付けるため、基礎知識から応用技術まで幅広い学習をします。 

具体的に言えば、①常に周囲の人に耳を傾け、向上心を持ち続けること。②子どもの心身の特性を

知っていること。③子どもにとって望ましい環境を理解していること。④子どもと楽しく遊ぶ技術

を身に付けていること。⑤子どもや保護者の諸問題にチームで解決できること。これら５つのこと

を、さまざまな授業を通して身につけていきます。そして、「子どもが好き」という素朴な思いを

抱くあなたは、わずかな 2 年間で、短期大学士（保育）の学位を取得し、子ども相手のプロへと変

身します。 

「子どもたちの育ちに寄り添う」という共通の思いで、幼児教育に必要な基礎理論や保育技術 

などを学び、確かな実践力の修得を教育目標として掲げ、子どもの信頼に応えられる保育者を養成

します。 

 

■取得免許・資格 

①生活科 

栄養士免許 

フードサイエンティスト資格  食育インストラクター3 級資格 

医療管理秘書士資格   医事コンピュータ技能検定資格 

ビジネス実務士資格   上級ビジネス実務士資格 

    プレゼンテーション実務士資格 

情報処理士資格   上級情報処理士資格 

ウェブデザイン実務士資格 

 

②保育科 

幼稚園教諭二種免許  

保育士資格 

認定ベビーシッター資格 

認定絵本士 

幼児体育指導者（４・５級） 
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・柴田学園大学附属柴田学園高等学校 

 １年次には同一カリキュラムで基礎をしっかり学び、じっくり自分の将来を考えながら２年次で科を

選択します。（一括募集） 

 

①普通科 

（みらい創造コース） 

身につけた基礎学力を活かし、広い視野で進路を主体的に考える人材を育成します。 

  保育福祉系の大学や短大、専門学校への進学、または就職を目指す人にも対応する多様な進路の選

択肢が広がるコースです。 

 

（総合進学コース） 

  大学や短大・専門学校への進学、看護師を目指すなど、希望の進学先に導くことを目的としたコー

スで、多様な進学に対応できるように主要教科を中心にカリキュラムを編成し、基礎学力をしっかり

定着させます。 

 

②家政科 

（ライフデザインコース） 

  家庭科教育を軸とし、被服・調理技術の習得とともに、デザインする力や創造・表現する力を育む

コースです。授業・実習・ファッションショーを通して、手作りの楽しさ、最後まで努力することの

大切さを学びます。授業で得た知識と技術を活かしてファッション甲子園や各種コンクールへの出場

を目指します。 

 

（調理師コース） 

  卒業と同時に調理師免許が取得できるコースです。集団調理実習を含む調理実習の時間を充実さ

せ、和食・洋食・中華・製菓(洋菓子・和菓子)などの調理を学び、高度な技術を身につけます。ま

た、外部講師や高大連携による授業や、調理実験を通して科学的に分析・考察し、自分で解決する力

を養います。 

 

③情報科 

（ＩＴビジネスコース） 

  マルチメディアを用いた表現技術の習得に重点を置き、商業の実務的な内容についても学習するコ

ースです。日本情報処理検定協会主催の各種検定取得を推奨し、工業系、商業系の専門分野を持った

教員による指導で、プログラミングやデジタル処理能力を基礎から応用分野まで学習します。 

  日本情報処理検定協会主催の各検定取得プログラムを設定し、２・３年次の授業において高い合格

率を誇っています。また、受検料に関しても特定料金を設定し、安く受検できるメリットもありま

す。 
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・柴田幼稚園 

教育目標 

「明るく  ただしく  たくましく  思いやりのある子」 

 

創設者 今村敏先生の教育理念 

三つ子の魂百までもという諺があります。幼児期に受けた教育によって、その子どもの一生の人間

形成がなされてしまうといっても過言ではありません。すなわち、子どもの生活は即教育の場であ

り、教育が生活の中に活かされなければなりません。 

やがて社会に飛び立った時に、社会生活に対応し得る柔軟かつ、たくましい精神力と健康な体、他

人に不快感をあたえない明朗さ、物事を正しく判断できる思考力の持ち主になってもらうことを目標

としています。 

 

園 舎 

 

四季折々の園庭が見わたせる保育室。思いっきり遊べる広いホール。 

いつでも音楽や絵画、絵本に親しめるオープンスペースなど、数々の工夫を盛り込んだ子どもの元

気を伸ばす幼稚園です。 

 

環 境 

 

いろいろな遊具のある園庭は、柴田学園大学キャンパス、学園総合グラウンドにつづき、緑あふれ

る景色がひろがっています。園庭の奥には農園があり、みんなで相談して植えた野菜を秋に収穫し

て、自分たちの作物が育つ喜びを美味しく味わっています。 

また、お泊まり会・運動会・バザー・雪あそび・作品展など、自然に恵まれた広い施設ならではの

盛りだくさんな行事が、子どもたちの成長のふしめを彩ります。 
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（3）中期的な計画及び事業計画の進捗・達成状況 

◯中期計画の策定について 

本法人では、令和 7 年度から令和 11 年度までを計画期間とする「学校法人柴田学園第 2 期中期計画」を策

定し、建学の精神「教育即生活」のもと、学園運営の安定化と持続的発展を目指した取組を推進している。 

 本計画では、改正私立学校法への対応を踏まえ、Governance、Compliance、Accountability、Transparency

（G-cat）の強化を基本方針に掲げるとともに、学生・生徒・園児の定員確保による経営基盤の強化、地域と

の連携推進、収益事業の展開等による財務基盤の強化を重点課題としている。 

 令和 7 年度は計画初年度として、改正私立学校法に対応した法人運営体制の整備を進めるとともに、学生募

集戦略本部を中心とした募集活動の強化、教育研究活動の充実、地域連携事業の推進等に取り組んだ。また、

非稼働施設の有効活用や財務改善に向けた検討を進め、中期計画の着実な実施に努めた。 

 今後も中期計画に基づき、各事業の進捗状況を定期的に検証しながら、学園の持続的な発展と地域社会への

貢献に向けた取組を推進していく。 

◯事業計画の進捗・達成状況 

・柴田学園大学 

 

１．教学運営 

（1） 学修の質保証の強化 

教学マネジメントに関して、学修成果の可視化方法と手順を検討し、成績評価と学生アンケートの集積に

よる方法を選択した。今後は具体的実施方法を検討していく。これらの学生へのフィードバックも引き続き

検討する。科目ナンバリング整備はまだ完成に至っていないが、引き続き取り組む。IR 活動として学生の入

試や成績等の各種データを分析し、健康栄養学科の総合型入試導入や 3 月オープンキャンパスの新規開始等

の新規事業に反映した。FD 研修会は授業見学を着実に実施している。今年度の SD 研修会は AI 活用のテー

マで開催し、全学にも呼び掛けて好評を頂いた。放送大学との連携については、検討したが授業料がかかる

ことや時間割が混んでいることから保留とし、今後は他大学との連携を検討する。令和 7 年度に開設した数

理データサイエンス AI プログラム「リテラシーレベル」の文科省への認証申請を行う。また、令和 8 年度

の「応用基礎レベル」の開設を準備した。自己点検評価の方法を継続的に検討している。補助金の獲得につ

いては、数理データサイエンス AI プログラム（リテラシーレベル）を私立大学等改革総合支援事業に申請

し、採択されて支援を受けた。 

 

（2） 学生への支援 

進路選択については、令和 7 年度卒業生は 2 名を除いて全員就職を達成し、加えて 1 名が大学院（弘前大

学）に進学した。令和 6 年度に設立したキャリア支援委員会の企画により、初年次科目にキャリア教育の時

間を確保した。大学祭に同窓生ホームカミングデーを設け同窓生との交流を行った他、令和 8 年度からは同

窓会連絡委員会を立ち上げ、同窓会との連携強化を図る予定である。入試合格者への入学前スクーリングを

開始し、学力やコミュニケーション能力の向上を図っている。フードマネジメント学科シンポジウムを開催

し、弘前市商工会議所に入会して、学科 1 期生の進路開拓を図った。 

 

（3） 研究の質の向上 

令和 6 年度応募の科研費（令和 7 年度実施）に対しては大学では 2 件が採択された。研究水準のさらなる



20 

 

向上を目指し、大学 FD 委員会主催で大学内及び学園内教員向け研究発表会を年 2 回開催し、学園内の研究

交流を図った。また、研究支援として、学長裁量経費により教員や卒論生の学会発表旅費を助成した。外部

団体との共同研究では、ブランデューの栄養サポート研究に卒論学生も加え、引き続き活発に活動してい

る。 

 

（4） 地域との連携 

教育における学外との協力では、学生の正規科目やボランティアによる学外実習を継続的に実施してお

り、ブランデューとの活動や学科公開講座・シンポジウムへの学生参加を行い、学生教育や地域連携の充実

を図っている。学生の県内就職率向上を目指し(令和 7 年度目標 50％のところ実績 48.9％)、学生や求人企業

に声掛けしている。 

２．学生確保の方策 

（1） 学生募集の強化（大学単独） 

 令和 7 年度入学者は 102 名（定員の 102％）となり、フードマネジメント学科も 16 名（定員の 80％）

で、全学の学生充足率は 95％となった。しかし、令和 8 年度入試の年内総合型や学校推薦型選抜では出願が

振るわなかったので、オープンキャンパス運営を見直し、令和 8 年 3 月に試行的に開催したところ、31 名の

来場があった。また、入試方法を見直し、令和 9 年度からは新たに指定校制度を開始することとしている。

県外や県内遠方からの出願を促すため、遠方の受験生への宿泊費支給制度を開始している。高校生が良く見

るといわれる SNS サイトに、大学の活動を定期的にアップした。 

 

（2） 入試 

令和６年度入試の振り返りを行い、令和 7 年度は健康栄養学科の総合型入試を開始した。 

 

（3） 高大連携（系列校） 

柴田学園高校からの早期履修生は継続的に受け入れた。将来計画委員会の令和６年度提案を踏まえ、奨学金

制度を実施し、入学前教育とリメディアル教育等については、継続的に検討を進める。 

 

（4） 高大連携（系列校以外） 

系列高校以外には、弘前南高校が開始した南陵講座に講義依頼があり、本学教員も 2～3 名が講義している。

アンバサダーの派遣は、母校へ教育実習に向かう 4 年生で検討している。 

 

（5）社会人の受入れ 

社会人の正規学生としての入学希望は、今年度は無かった。社会人リカレント教育についても、ニーズの発

掘が課題と考えている。 

 

 

・柴田学園大学短期大学部 

 

１．教学運営 

(1) 教育の質保証 

    本学独自の AC アワーにより、学生が主体的に学びたいテーマを設けてナビゲーターをし、教員がアド

バイザーとなって一緒に学び合うことを引き続き行っていく。座学等の講義では消極的であった学生
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も、AC アワーを通して教職員に積極的に関わり学ぶことで、講義の方にも積極的になって行く効果は

あるため、学生自身が成長を実感できるようにする。 

    地元愛を高める教育として、「学園と地域を知る」「津軽を探る」をはじめとして、講義の中に地元で活

躍する人と出会い、地元の良さを実感する講義内容を継続していく。 

   就職先アンケートから本学学生の強みや弱みを確認し、シラバスに反映させて教育内容を更新してい

る。 

AI リテラシーを高められるように、AI の活用にあたってのガイドラインを作成し適用した。次年度

は、全ての教科で自ら考える力の強化を意識した内容にするようにしていく。 

 

(2) 学生への支援 

    令和 7 年 3 月卒業生は、全員の進路が決定し,県内就職率は 56.7％だった。令和８年３月卒業生は、

１名を除いて進路が決定した。県内就職率は 78.9％と昨年を 22 ポイント強上回る結果となった。資

格を活かした就職が安定しており、実習以外の学外での活動に出かけることで専門職への意識を高め

ていった成果となった。専門職以外の一般就職希望者の意向を確かめながら、企業・法人での職場体

験等活動の支援の充実を検討している。 

 

(3) 研究の質の向上 

科研費では採択には至らなかったが、申請率が 100％であった。業績評価の上位 6 名にインセンテ

ィブ経費を研究費としてあてる支援を行った。引き続き研究への支援は必要と考えられ、研究推進室

と連携して研究力向上に繋がる支援について検討していく。科研費以外の研究助成も採択されている

ため、研究助成に関する情報の収集提供と支援を引き続き行う。 

 

(4) 地域との連携 

公開講座や共同研究に基づく協定締結等を行った。「luv U おからスイーツコンペ」でのグランプリ

受賞をはじめとする、数々のレシピ開発を企業や法人、NPO と行っている。地域貢献ができ、学生

への学びを深める体験ができる連携を 8 年度の事業についてもすでに準備を始めている 

 

２．学生確保の方策 

 

(1) 学生募集の強化（短大単独） 

系列高校との高大接続授業の単位取得制度や推薦制度に加え、全高校を対象として対面式オープン

キャンパスと平日放課後の個別相談対応や、系列外高校との協定締結等を行ってきたが、令和７年度

は少子化と全国的な短大離れの流れもあり、入学者が激減し、入学定員 110 名に対し 55 名の入学と

なり、短大としての収容定員充足率は 66.4％となった。系列校生徒へ１・２年生から認知度を高める

方策を高校と連携して検討し、全学年の生徒と 3 学年の保護者に向けて、大学・短大の両学長が系列

校の説明をする機会を設けた。SNS や HP を更新したり出張授業や講演の依頼も受託したりし、引き

続き認知度向上に注力していく。また、高校訪問を部局で行うようにし、短大の魅力を熱意を持って

伝えることとした。 

学生と高校生が出会い、短大の良さが学生を通じて伝わっていくように、オープンキャンパスでの

学生スタッフ中心の運営や、高校への学生アンバサダーの派遣を推進していく。 

 

(2) 入試 

総合型選抜のプレゼン内容の見直しをした。学校推薦型選抜、一般選抜の試験内容を変更し、入試
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対策のオープンキャンパスで対策講座等を実施し、変更点について説明をする場を設けた。追加募集

を行うなど入試の機会を増やし、年度末まで入試を実施した。 

 

(3) 高大接続の充実 

系列校からの高大接続授業への大学での受講は順調に推移しており、令和７年度の前期は 2 科目で

23 名、後期は 5 科目で 5 名の計 28 名（延べ人数）が受講した。高校生が移動しやすいことから系列

大学での単位取得をし、短大入学時に単位を認める制度は引き続き行う。1 年次から既修得科目にな

るため空きコマになり、その時間を学生は有効に使っている。 

 

(4) 高大連携（系列高校以外） 

協定校 3 校を対象とした新規の優遇制度を検討し、令和 8 年度入試から実施した。各種優遇制や奨

学金に関する認知度が低いため、HP や学校案内だけでなく、高校に訪問した際に、その都度周知を

していくようにする。 

 

(5) 社会人受け入れ 

    令和３年度から離職者等再就職訓練事業 長期高度人材育成コースの受け入れを始め、当初は栄養

士養成のみであったが、令和７年度からは保育士養成の受け入れも始めた。広報を工夫し、今後も継

続していきたい。社会人受け入れについて、長期履修制度を利用した働きながら学ぶ制度についても

利用可能となるようにプログラムを検討し、学ぶ機会の提供ができるよう準備をする。 

 

 

・柴田学園大学附属柴田学園高等学校 

 

1． 教学運営 

 

（1） ICT 教育への対応 

成果 

 「Google Workspace for Education（Classroom 等）」やリクルートの「スタディサプリ」を導入

し、一部の授業や日常的な宿題の配信において定着が進んでいる。また、端末の老朽化に伴う更新期を

迎え、保護者の経済的負担に配慮した検討を重ねた結果、令和 8 年度より生徒個人のスマートフォンを

学習端末として活用する方針を決定した。学内 Wi-Fi 環境を提供することで、他校で見られる端末購入

費や通信費の保護者負担を大幅に軽減し、持続可能かつ公平な ICT 教育環境の基盤を構築した。 

課題 

 現状ではスタディサプリ等を活用した宿題対応が中心となっており、日々の対面授業における ICT の

日常的・効果的な活用事例はまだ一部にとどまっている。令和 8 年度からの個人スマートフォン本格運

用に向け、授業内での効果的な活用アプリケーションの選定や、授業デザインのブラッシュアップが必

要である。また、生徒の学習中における不適切な利用（私的な SNS や動画視聴など）を防ぐためのルー

ル構築や、情報モラル教育のさらなる強化が求められている。 

 

（2） 生徒への支援 

成果 

 生徒や保護者の多様な悩みに専門的かつ寄り添った対応を行うため、日本教育カウンセラー協会認定

のカウンセラーをスクールカウンセラーとして委嘱し、月 2 回の相談体制（1 回あたり 3～4 名対応）を
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敷いている。また、教職員の資質向上と組織的な対応力の強化を目的として、校内研修会（令和 7 年 8

月開催）を実施した。猪原法律事務所の弁護士・猪原健氏を講師に招き、「保護者対応において大切なこ

と」をテーマに専門的な知見を学んだことで、法的・客観的な視点を持った適切な事案対処や、保護者

との信頼関係構築に向けた教職員の意識・スキルの底上げを図ることができた。 

課題 

 環境の変化に伴い、メンタルヘルスケアや個別の配慮、複雑な保護者対応を必要とするケースは潜在

的に増加・多様化している。月 2 回のスクールカウンセラー来校日のみに頼るのではなく、研修で得た

知見を日々の教育活動に活かし、関係部署が早期に情報を共有・連携できる校内体制の形骸化を防ぎ、

組織的な対応力をさらに強化していくことが不可欠である。また、今後も定期的な事例研究や外部専門

家を交えた研修を継続し、全教職員が自信を持って迅速かつ適切な初期対応を行える組織力を維持して

いくことが課題である。 

 

（3） 教育の質の向上 

成果 

 生徒の多様な進路実現に向け、外部機関を含む多角的な進路キャリア教育を展開した。リクルート主

催の進路講話を 2 学年全員対象に計画的に実施し、主体的な進路選択への意識付けを図った。また、3

年生の進路決定者 15 名が後輩へ合格体験を伝える「進路フォーラム」を開催し、身近なロールモデル

を通じた学習意欲の喚起に努めた。さらに、ハローワークと連携した「就職試験対策講座」や外部講師

による「3 年進学ガイダンス」など、就職・進学それぞれのニーズに応じた実践的な対策講座を構築

し、教育・指導の質の向上を図ることができた。 

課題 

 ICT 教材（スタディサプリ等）の活用において、生徒の学力層と課題レベルのミスマッチや、生徒の

自発的な利用度の低さが浮き彫りとなっている。また、ICT を活用した指導に習熟度の差が見られるほ

か、「紙に直接書き込み、計算を繰り返すアナログな指導」との効果的なバランスの最適化が求められて

いる。今後は、校内における具体的な活用事例の共有や教員のスキル向上を組織的に進め、デジタル教

材のメリットを確実に学力向上へ結びつける授業デザインの確立が課題である。 

 

（4） 地域等との連携 

成果 

 外部の人的資源や地域社会、系列校と密に連携した実効性の高いキャリア教育・高大連携を実践し

た。1 学年対象のキャリサポ事業「青森と自分の未来をカタル」では、大学生や社会教育センターの専

門家を招いたワークショップを実施し、2 学年では県内事業所 21 社が参加する「企業と高校生の交流会

（近隣他校との共同開催）」へ就職希望者が参加するなど、地域産業への理解と職業意識の醸成を深める

ことができた。また、系列校連携として「柴田学園系列校合同説明会」を全校対象に実施したほか、柴

田学園大学への「校外講座」に 19 名の受講者を送り出すなど、附属高校の強みを活かした高大連携を

強固に推進できた。 

課題 

 地域企業や保育園等へのインターンシップ、各種説明会など、多様なプログラムが展開されているも

のの、その多くが進路指導部主導の単発、あるいは特定学年・特定の進路希望者を対象とした行事ベー

スの連携に留まっている。今後は、これらの地域・系列校との連携実績を一過性のイベントで終わらせ

ず、日常の「総合的な探究の時間」や各教科のカリキュラム（教学運営）と有機的に結びつけ、全校的

かつ体系的な教育プログラムへと昇華させていくことが課題である。 
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2．生徒確保の方策 

 

（1） 包括的な生徒募集（現状・取り組み・課題） 

 中学校や受検生、保護者に対して学校の魅力を伝え、志望者を増やすための「包括的な生徒募集」に

関しては、体験イベントの多様化や、中学校側との密な情報連携が進められている。 

① 現状と具体的な取り組み 

きめ細やかな中学校訪問による関係構築 

 令和 7 年度の生徒募集活動として、校長および教頭により、計 10 日間で延べ 31 校の中学校への精力

的な訪問活動が実施されている。地域の中学校との直接的な接点を数多く持つことで、本校の特色や入

検情報の確実な周知を図っている。 

体験機会の複数回提供と内容の多様化 

 単一の学校説明会にとどまらず、時期を分けて「第 1 回」「第 2 回」と継続的な体験入学を実施して

いる。内容も、通常の 5 教科の模擬授業だけでなく、「e スポーツ」や「東京ディズニーリゾートの楽し

み方」といった中学生の興味を惹くユニークな体験講座を企画し、参加のハードルを下げる工夫を図っ

ている。 

在校生（部活動・生徒会）を巻き込んだ魅力発信 

 当日の運営や案内などに生徒会役員やバレー部、バドミントン部、バスケットボール部などの在校生

を多数動員した。これにより、訪問時につないだ中学校の生徒たちに対して、学校の活気や先輩たちの

雰囲気を直接肌で感じてもらうオープンキャンパスを展開している。 

保護者向けのフォロー体制 

 中学生が体験講座に参加している時間帯を利用して「保護者説明会」を同時に開催し、さらに「個別

相談」の場を設けることで、受検を後押しする保護者側の不安や疑問をその場で解消する包括的なアプ

ローチを取っている。 

② 課題 

中学校側への情報共有の徹底 

 推薦入検の過去問の取り扱い（一般公開はせず、体験入学での配付物を利用してもらう点など）につ

いて、訪問等を通じてつながりを持った中学校の進路指導の先生方へ明確に周知し、理解を得るための

継続的なリレーション構築が必要とされている。 

 

（2） 入検制度の改革（現状・取り組み・課題） 

 志願者の利便性向上や、中学校側の事務負担の軽減、さらには公平で分かりやすい入検運用のため

に、デジタル化をはじめとする制度改革が進められている。 

① 現状と具体的な取り組み 

Web 出願システム（プラスシード・プラスウィンド）の導入 

 令和 8 年度入検に向けて、インターネットを利用した出願手続き（Web 出願）への移行・運用が行わ

れた。これにより、受検生側は手書きの願書提出の手間が省け、学校側も出願データの管理をデジタル

化する取り組みが進んだ。 

出願・受検プロセスのスリム化 

 受検票の交付について、学校側から郵送するのではなく、決済および書類確認後に各自で印刷する方

式を採用し、ペーパーレス化と発行業務の効率化を図った。 

② 課題 

システム運用における「タイムラグ」の周知 
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 受検番号の発番について、システム上、決済直後に自動発番されるわけではなく、「中学校からの出願

書類が本校に届き、確認が取れた段階で初めて発番される」というルールになっているため、このタイ

ムラグによって中学校側や受検生が困惑しないよう、事前の丁寧なアナウンスと確実な連携が重要な課

題となってる。 

入検区分（推薦入検など）の評価基準の明確化 

 過去問の非公開方針を維持する中で、受検生や中学校側が「どのような対策を立てればよいか」迷わ

ないよう、求める生徒像や出題傾向のエッセンスを体験入学などの機会を通じて適切に発信し続けるバ

ランス感覚が求められている。 

 

・柴田幼稚園 

 

１． 教学運営 

 

（１）教育の質の保証 

① 教育内容の充実 

教育課程については学期ごとに見直しを行い、子どもの発達や実態に応じた改善を図った。また、

職員間で日々の保育を振り返りながら活動内容や環境構成、援助方法について検討を重ね、子どもが

主体的に遊びや活動に取り組める保育の実践に努めた。保護者との連携を図りながら、安心して過ご

せる環境づくりを進めることができた。 

② 課外教室の充実 

体育教室、サッカー教室、学研教室、英語教室を継続して実施した。特に体育教室と学研教室は利

用者が多く、保護者からも好評を得ている。一方で、新たな課外活動の導入を希望する声もあり、今

後の検討課題となっている。 

③ ベビーサインの導入 

ベビーサインの取り組みが地域や入園希望者に浸透し、施設見学や入園決定の動機の一つとなって

いる。本園の特色ある教育・保育活動として一定の成果が見られた。 

 

（２）園児への支援 

① 異年齢保育の充実 

３・４・５歳児の交流に加え、０・１・２歳児との交流機会の充実を図った。しかし、感染症の流

行や途中入園児、一時預かり児への対応等により、計画どおり実施できない場面もあった。今後も安

全面や健康面に配慮しながら継続して取り組んでいく。 

② 園内外の環境整備 

感染症対策を継続するとともに、猛暑対策としてホールにスポットクーラーを設置した。今後も気

候変動に対応しながら、安全で快適な保育環境の整備に努めていく。 

③ 給食の充実と食育への取組 

食育活動として「お魚教室」を開催し、子どもたちが魚や地域の産業に親しむ機会を設けた。ま

た、自ら育てた野菜を収穫し調理して食べる活動を通して、食への関心や感謝の気持ちを育むことが

できた。 

④ 保護者支援 

手ぶら登園（サブスクリプションサービス）の利用促進により、保護者の準備や登園時の負担軽減

につながった。利用者数も増加しており、保護者支援策として定着している。 
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（３）研究の質の向上 

① 保育教諭の指導力向上 

外部講師を招き、「感染症対策に関する講話と実践」及び「ベビーサイン」の園内研修を実施し

た。実践的な内容であり、職員の資質向上につながった。今後も研修内容の充実を図っていく。 

 

（４）業務の負担軽減 

① ICT 環境による業務効率化 

登降園システムを継続活用し、保護者の利便性向上と職員の業務負担軽減を図った。今後も各種機

能を活用し、更なる業務改善に努める。 

 

２．園児の確保 

 

（１）園児募集の強化 

① 情報発信の充実 

施設見学者の多くがホームページやブログを閲覧していることから、園の様子を積極的に発信し

た。更新頻度の向上が今後の課題である。 

② 親子教室・一時預かり事業の充実 

親子教室や一時預かり利用者の多くが入園につながっており、園児確保に大きく貢献している。今

後も内容の充実を図り、保護者との信頼関係づくりに努めていく。 

③ 地域との連携 

地域探索や地域交流活動を計画したが、感染症や行事等の影響により十分に実施できない状況もあ

った。今後は地域とのつながりを大切にしながら、子どもたちが地域に親しみを持てる活動を工夫し

ていく。 
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（４）その他 

 ・令和 8 年 3 月 卒業生の進路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和8年5月1日現在

①　柴田学園大学 ②　柴田学園大学短期大学部
健康栄養学科 こども発達学科 計 生活科 保育科 計

36名 57名 93名 34名 47名 81名

23 23 委託給食会社 11 11

高等学校 1 1
保育園・福祉施

設・その他
5 5

中学校 2 2 病院 3 3

小学校 27 27 調剤薬局 1 1

幼稚園 4 4 事務 1 1

1 1 販売 2 2 4

14 14 その他 10 1 11

7 9 16 18 18

32 56 88
保育所（園） 16 16

( 94.1%) ( 100.0%) ( 97.8%)
保育所以外の

児童福祉施設等
10 10

2 2 0

34 56 90 33 47 80

1 1
( 97.1%) ( 100.0%) ( 98.8%)

1 1

1 1

※9月卒業含む

③　柴田学園高等学校 

4年制大学 22 30 52

短期大学 32 1 33

専門校他 6 22 28

28 5 33

7 0 7

95 58 153

( 98.9%) ( 100.0%) ( 99.4%)

※家業・家事手伝い 1名、進学希望（浪人）1名

（進路決定率）

就　職

　　　 　    　 県内外

　　進路
県内 県外 計

その他※
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士
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士

就職・進学を希望しない者

計

　　　 　       卒業生数
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　　進路

進学準備中の者

(就職率)

進学

就職準備中の者
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療

事

務

一

般
職

進  学  ・  編 入 学
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３．財務の概要 

本法人は、学校法人会計基準に基づき計算書類を作成している。学校法人会計は、企業会計と異なり、教

育研究活動の継続性を確保することを目的としており、基本金制度のもと長期的な視点で財務運営を行うこ

とを特徴としている。 

（１）決算の概要 

①貸借対照表関係  

    貸借対照表は、年度末における学校法人の財政状態を表したもので、資産がどれだけあり、支払わなけれ

ばならない負債がいくらあり、その結果、学校法人が維持している純資産がいくらになっているのかを対照

して示したものである。 

 

ア）貸借対照表の状況と経年比較 

令和 7 年度の資産総額は 4,444,218 千円となり、令和 6 年度に比べ 0.58%増加した。 

負債総額は 1,139,002 千円となり、1.8%減少しました。基本金と繰越収支差額を合わせた純資産額は 

3,305,216 千円となり、令和 6 年度に比べ 1.4 %増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

イ）主な財務比率比較                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 事業活動収支計算書関係 

事業活動収支計算書は収支を経常的なものと臨時的なものに、経常的な収支を教育活動と教育活動外に区分

けして把握することができるものである。毎期のバランスを見るのに適した基本金組入れ前の収支差額も表示

するようになっている。 

科　　　目 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

固定資産 3,660,864 3,510,095 3,822,521 3,873,092 3,973,163

流動資産 623,420 816,635 561,441 545,396 471,055

資産の部合計 4,284,284 4,326,730 4,383,962 4,418,488 4,444,218

固定負債 1,075,520 1,035,642 1,003,313 966,787 951,777

流動負債 177,353 176,796 197,523 192,649 187,225

負債の部合計 1,252,873 1,212,438 1,200,836 1,159,436 1,139,002

基本金 7,947,501 7,989,972 8,038,336 8,060,915 7,946,843

繰越収支差額 △ 4,916,090 △ 4,875,678 △ 4,855,210 △ 4,801,863 △ 4,641,627

純資産の部合計 3,031,411 3,114,294 3,183,126 3,259,052 3,305,216

負債及び純資産の部合計 4,284,284 4,326,732 4,383,962 4,418,488 4,444,218

（単位：千円） 

算　　式 ７年度

0.7年 0.8年
経常支出

運用資産余裕比率
運用資産－外部負債

0.3年 0.5年 0.6年

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

251.6%
流動負債

総負債比率
総負債

41.3% 29.2% 27.4% 26.2% 25.6%

流動比率
流動資産

351.5% 461.9% 284.2% 283.1%

前受金

基本金比率
基本金

98% 98.8% 99.5%

総資産

前受金保有率
現金預金

455.3% 657.5% 478.2% 551.1% 605.6%

99.2% 99.1%
基本金要組入額

14.5% 17.2% 20.0% 21.6%
要積立額

積立率
運用資産

11.3%
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令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

科　　　目 法人全体分 法人全体分 法人全体分 法人全体分 法人全体分

学生生徒等納付金 760,141 789,232 810,134 820,618 771,584

手数料 8,596 8,902 8,622 8,780 7,032

寄付金 14,671 1,113 899 1,199 392

経常費等補助金 338,485 366,341 379,328 491,738 517,030

付随事業収入 19,275 18,901 15,633 13,828 18,414

雑収入 30,652 33,657 41,180 44,024 23,159

教育活動収入計 1,171,820 1,218,146 1,255,796 1,380,187 1,337,611

人件費 666,408 679,485 695,625 805,424 788,595

教育研究経費 374,667 393,216 419,868 422,129 427,686

　　（うち減価償却額） (140,806) (134,452) (133,550) (129,673) (114,348)

管理経費 59,795 61,519 68,735 79,851 79,136

　　（うち減価償却額） (21,572) (27,192) (27,448) (28,558) (26,757)

徴収不能額等 0 0 0 922 0

教育活動支出計 1,100,870 1,134,220 1,184,228 1,308,326 1,295,417

70,950 83,926 71,568 71,861 42,194

科　　　目 法人全体分 法人全体分 法人全体分 法人全体分 法人全体分

受取利息・配当金 22 13 11 7,976 18,814

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 33

教育活動外収入計 22 13 11 7,976 18,847

借入金等利息 4,499 3,999 3,499 2,999 2,499

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 4,499 3,999 3,499 2,999 2,499

△ 4,477 △ 3,986 △ 3,488 4,977 16,348

　　経常収支差額 66,473 79,940 68,080 76,838 58,542

科　　　目 法人全体分 法人全体分 法人全体分 法人全体分 法人全体分

資産売却差額 90 0 0 0 0

その他の特別収入 17,184 2,948 754 2,073 732

特別収入計 17,274 2,948 754 2,073 732

資産処分差額 540 5 1 2,986 291

その他の特別支出 0 0 0 0 12,819

特別支出計 540 5 1 2,986 13,110

特別収支差額 16,734 2,943 753 △ 913 △ 12,378

83,207 82,883 68,832 75,926 46,164

基本金組入額合計 △ 74,266 △ 42,471 △ 48,364 △ 22,579 0

8,941 40,412 20,468 53,347 46,164

前年度繰越収支差額 △ 4,925,031 △ 4,916,090 △ 4,875,678 △ 4,855,209 △ 4,801,863

基本金取崩額 0 0 0 0 114,071

翌年度繰越収支差額 △ 4,916,090 △ 4,875,678 △ 4,855,210 △ 4,801,862 △ 4,641,628

1,189,116 1,221,107 1,256,561 1,390,236 1,357,190

1,105,909 1,138,224 1,187,728 1,314,311 1,311,026

基本金組入前当年度収支差額

当年度収支差額

事業活動収入計

事業活動支出計

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

教育活動収支差額

教
育
活
動
外
収
支

収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

事
業
活
動

教育活動外収支差額

特
別
収
支

収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

事
業
活
動

ア）事業活動収支計算書の状況と経年比較 

 令和 7 年度の教育活動収支において、収入計 1,337,611 千円、支出計 1,295,417 千円となったことにより、

教育活動収支差額は 42,194 千円となり、令和 6 年度に比べ 29,667 千円の減少となった。このうち教育研究

経費・管理経費に含まれている減価償却額は 141,105 千円である。  

教育活動外収支においては、収入計 18,847 千円、支出計 2,499 千円となったことにより、教育活動外収支

差額は 16,348 千円となり、令和 6 年度に比べ 11,371 千円の増加となった。 

令和 7 年度の経常収支差額は 58,542 千円となり、令和 6 年度に比べ 18,296 千円の減少となった。 

特別収支において、収入計 732 千円、支出計 13,110 千円、特別収支差額△12,378 千円となり、令和 6 年度

に比べ 11,465 千円の減少となった。経常収支差額に特別収支差額を加えた基本金組入前当年度収支差額は

46,164 千円 となり、令和 6 年度に比べ 29,762 千円の減少となり、当年度は基本金の組入れがなかったた

め、当年度収支差額も 46,164 千円となった。 

 

（単位：千円） 
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イ）主な財務比率比較 

 

 

③ 資金収支計算書関係 

資金収支計算書は、その年度の学校法人の諸活動に対応するすべての収入及び支払の内容を明らかにし、そ

の年度における支払資金（現金及び預貯金）の顛末を明らかにするものである。 

実際の支払資金の収入・支出を伴わない収入・支出も含めて計算するため、未収入金や未払金のように実際

の入金・出金がなかったものでも、当該年度に入金または出金があったものとみなして収入・支出に計上する。 

 

ア）資金収支計算書関係 

令和 7 年度の資金収入は合計 1,343,104 千円となり、前年度繰越支払資金 508,328 千円を加えた収入の合

計は 1,851,432 千円となった。一方、資金の支出総額は 1,422,372 千円となり、翌年度繰越支払資金は、令和

6 年度に比べ 79,268 千円減少の 429,060 千円となった。 

 

 

算　　式

4.3%
経常収入

経常収支差額比率
経常収支差額

5.7% 6.6% 5.4% 5.5%

64.8% 64.5%

経常収入

事業活動収支差額比率
基本金組入前当年度収支差額

7% 6.8% 5.5% 5.5% 3.4%

59.1% 56.9%
経常収入

31.5%
経常収入

管理経費比率
管理経費

5.1% 5.1% 5.5% 5.8% 5.8%

７年度

人件費比率
人件費

56.9% 55.8% 55.4% 58.0% 58.1%
経常収入

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

教育研究経費比率
教育研究経費

32.0% 32.3% 33.4% 30.4%

事業活動収入計

学生生徒等納付金比率
学生生徒等納付金

64.9%

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

　　　　　　科　　目 法人全体分 法人全体分 法人全体分 法人全体分 法人全体分

学生生徒等納付金収入 760,141 789,232 810,134 820,618 771,584

手数料収入 8,596 8,902 8,622 8,780 7,032

寄付金収入 14,671 1,113 899 1,199 392

補助金収入 354,591 369,089 379,328 492,400 517,030

資産売却収入 91 0 0 0 0

付随事業・収益事業収入 19,134 18,901 15,653 13,467 18,453

受取利息・配当金収入 22 13 10 7,977 18,815

雑収入 30,327 33,389 40,953 44,024 22,963

借入金等収入 0 0 0 0 0

前受金収入 131,436 120,613 107,471 92,239 70,851

その他の収入 71,174 37,545 35,596 61,065 44,556

資金収入調整勘定 △ 148,713 △ 153,631 △ 166,566 △ 142,592 △ 128,572

前年度繰越支払資金 421,698 598,399 793,012 513,908 508,328

収入の部合計 1,663,168 1,823,565 2,025,112 1,913,085 1,851,432

（単位：千円） 
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イ） 活動区分資金収支計算書の状況と経年比較 

 
 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

　　　　　　科　　目 法人全体分 法人全体分 法人全体分 法人全体分 法人全体分

人件費支出 694,129 693,617 702,330 818,501 801,385

教育研究経費支出 233,711 258,692 286,318 291,242 313,339

管理経費支出 38,223 34,328 41,287 51,293 52,380

借入金等利息支出 4,499 3,999 3,499 3,000 2,499

借入金等返済支出 27,770 27,770 27,770 27,770 27,770

施設関係支出 28,288 10,605 7,572 1,981 53,917

設備関係支出 31,106 5,962 16,489 26,047 15,354

資産運用支出 0 0 450,000 187,111 174,336

その他の支出 21,056 20,043 34,461 69,805 87,312

資金支出調整勘定 △ 14,013 △ 24,463 △ 58,522 △ 71,993 △ 105,920

翌年度繰越支払資金 598,399 793,012 513,908 508,328 429,060

支出の部合計 1,663,168 1,823,565 2,025,112 1,913,085 1,851,432

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

科　　目 金　額 金　額 金　額 金　額 金　額

学生生徒等納付金収入 760,141 789,232 810,134 820,618 771,584

手数料収入 8,595 8,902 8,622 8,780 7,032

特別寄付金収入 10,950 809 500 1,000 392

一般寄付金収入 3,722 304 399 199 0

経常費等補助金収入 338,485 366,340 379,328 491,738 517,030

付随事業収入 19,134 18,901 15,653 13,467 18,420

雑収入 30,327 33,389 40,953 44,024 22,963

教育活動資金収入計 1,171,354 1,217,877 1,255,589 1,379,826 1,337,421

人件費支出 694,129 693,617 702,330 818,501 801,385

教育研究経費支出 233,711 258,691 286,318 291,242 313,339

管理経費支出 38,223 34,328 41,287 51,292 52,380

教育活動資金支出計 966,063 986,636 1,029,935 1,161,035 1,167,104

　　差引 205,291 231,241 225,654 218,791 170,317

　　調整勘定等 40,367 △ 4,323 △ 1,506 8,743 △ 20,312

教育活動資金収支差額 245,658 226,918 224,148 227,534 150,005

科　　目 金　額 金　額 金　額 金　額 金　額

施設設備寄付金収入 0 0 0 0 0

施設設備補助金収入 16,106 2,748 0 662 0

施設設備売却収入 91 0 0 0 0

施設充実引当特定資産取崩収入 0 0 0 0 0

特別充実引当特定資産取崩収入 0 0 0 0 0

施設整備等活動資金収入計 16,197 2,748 0 662 0

施設関係支出 28,288 10,605 7,572 1,981 53,917

設備関係支出 31,105 5,962 16,489 26,047 15,354

第２号基本金引当特定資産繰入支出 0 0 0 0 0

施設充実引当特定資産繰入支出 0 0 0 0 0

特別充実引当特定資産繰入支出 0 0 0 1 8

施設整備等活動資金支出計 59,393 16,567 24,061 28,029 69,279

　　差引 △ 43,196 △ 13,819 △ 24,061 △ 27,367 △ 69,279

　　調整勘定等 438 6,011 △ 1,169 0 0

△ 42,758 △ 7,808 △ 25,230 △ 27,367 △ 69,279

202,900 219,110 198,918 200,167 80,726小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額）

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

収
入

支
出

施設整備等活動資金収支差額

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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ウ）財務比率の経年比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

科　　目 金　額 金　額 金　額 金　額 金　額

借入金等収入 0 0 0 0 0

有価証券売却収入 0 0 0 0 0

退職給与引当特定資産取崩収入 0 0 0 0 0

特別充実引当特定資産取崩収入 0 0 0 0 0

奨学資金貸付金回収収入 6,804 6,155 3,416 4,077 3,619

仮払金回収収入 0 0 0 0 0

保険等積立金収入 0 0 0 0 0

修学旅行費預金の取崩収入 0 0 0 0 0

預り金受入収入 6,770 7,873 9,824 11,032 5,799

修学旅行費預り金受入収入 0 0 0 0 0

立替金回収収入 0 0 0 330 77

小計 13,574 14,028 13,240 15,439 9,495

受取利息・配当金収入 22 13 11 7,976 18,815

収益事業収入 0 0 0 0 33

その他の活動資金収入計 13,596 14,041 13,251 23,415 28,343

科　　目 金　額 金　額 金　額 金　額 金　額

借入金等返済支出 27,770 27,770 27,770 27,770 27,770

有価証券購入支出 0 0 0 0 0

第３号基本金引当特定資産繰入支出 0 0 0 0 0

借入金償還引当特定資産繰入支出 0 0 0 0 0

退職給与引当特定資産繰入支出 0 0 450,000 187,110 173,090

特別充実引当特定資産繰入支出 0 0 0 0 0

修学旅行費預金への繰入支出 0 0 0 0 0

奨学資金貸付金支払支出 0 0 1,800 1,450 550

仮払金支払支出 0 0 0 0 0

預り金支払支出 7,526 6,770 6,770 9,824 11,032

修学旅行費預り金支払支出 0 0 0 0 0

立替金支払支出 0 0 330 9 3,737

収益事業元入金支出 0 0 0 0 1,238

小計 35,296 34,540 486,670 226,163 217,417

借入金等利息支出 4,499 3,999 3,499 2,999 2,499

その他の活動資金支出計 39,795 38,539 491,273 229,162 219,916

　　差引 △ 26,199 △ 24,498 △ 478,022 △ 205,747 △ 191,573

　　調整勘定等 0 0 0 0 31,579

△ 26,199 △ 24,498 △ 478,022 △ 205,747 △ 159,994

176,701 194,612 △ 279,104 △ 5,580 △ 79,268

421,698 598,400 793,012 513,908 508,328

598,399 793,012 513,908 508,328 429,060

　　前年度繰越支払資金

　　翌年度繰越支払資金

そ
の
他
の
活
動
に
よ
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資
金
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支
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入

そ
の
他
の
活
動
に
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る
資
金
収
支
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出

その他の活動資金収支差額

　　支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）

算　　式

21.0% 18.6% 17.9% 16.5% 11.2%

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

教育活動資金
収支差額比率

教育活動資金収支差額

教育活動資金収入計

（単位：千円） 
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（２）その他 

 

① 有価証券の時価情報 

１．総括表 

種 類 勘定科目 
当年度（令和 8 年 3 月 31 日） 

貸借対照表計上額 時 価 差 額 

時価が貸借対照表 

計上額を超えるもの 

有価証券 

退職給与引当特定資産 

計 

207,000 

84,762,849 

84,969,849 

510,120 

85,500,000 

86,010,120 

303,120 

737,151 

1,040,271 

(うち満期保有目的の債

券) 
 （84,762,849） （85,500,000） （737,151） 

時価が貸借対照表 

計上額を超えないもの 

退職給与引当特定資産 

計 

698,258,310 

698,258,310 

676,880,000 

676,880,000 

△21,378,310 

△21,378,310 

(うち満期保有目的の債

券) 
 （698,258,310） （676,880,000） （△21,378,310） 

有 価 証 券 合計 

退職給与引当特定資産 合計 

207,000 

783,021,159 
 

 

２．明細書 

種 類 勘定科目 
当年度（令和 8 年 3 月 31 日） 

貸借対照表計上額 時 価 差 額 

債券 
退職給与引当特定資産 

計 

783,021,159 

783,021,159 

762,380,000 

762,380,000 

△20,641,159 

△20,641,159 

株式 
有価証券 

計 

207,000 

207,000 

510,120 

510,120 

303,120 

303,120 

有 価 証 券 合計 

退職給与引当特定資産 合計 

207,000 

783,021,159 
 

 

② 借入金の状況 

 

 

③ 寄付金の状況 

 令和 7 年度における寄付金の受入状況は、現金寄付 3 件 392 千円、現物寄付 4 件 732 千円となり、寄付金

総額は 1,124 千円となった。 

 

 

 

区分 借入残高 利率

短期借入金 27,770,000円

長期借入金 83,310,000円

111,080,000円

借入先 返済期限 担保等

令和12年3月
日本私立学校振興・共済事業団 1.80%

令和9年3月
土地・建物

合　計
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④ 補助金の状況 

 令和 7 年度の国庫補助金の総額は 221,374 千円となり、令和 6 年度に比べ 31,615 千円の増加となった。

主な内訳として、修学支援制度利用者に係る授業料等減免費交付金は、対象学生数の増加により 106,575 千

円（令和 6 年度より 30,651 千円増）、私立大学等経常費補助金は 114,799 千円（令和 6 年度より 964 千円

増）となった。 

令和 7 年度の地方公共団体補助金の総額は 161,943 千円となり、令和 6 年度に比べ 4,463 千円の増加とな

った。内訳として、私立高校経常費補助金は 135,987 千円（令和 6 年度より 2,989 千円増）、県主体の補助

金収入は 25,956 千円（令和 6 年度より 1,474 千円増）となった。 

令和 7 年度の幼稚園施設型給付費の総額は 133,713 千円となり、園児数の減少に伴い令和 6 年度に比べ

11,448 千円の減少となった。 

 

⑤ 収益事業の状況 

 本法人の主な収益事業は不動産賃貸であり、令和 7 年度の収入は、2,834 千円である。 
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４．学校法人の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備及び運用 

状況の概要 

（1） 関係する決議の概要 

令和 7 年 2 月 14 日開催の理事会において、「内部統制システム整備の基本方針」を決議した。本方針に基

づき、法令遵守、リスク管理、情報管理、監事監査支援等に関する体制を整備し、学校法人の適正な運営

を確保することとしている。 

 

（2） 体制整備及び運用状況の概要 

① 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

理事会議事録その他重要な文書を適切に保存するとともに、教職員専用ホームページに掲載し、情報共

有を図っている。 

② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

「学校法人柴田学園リスク管理規程」に基づき、各部局においてリスクの把握及び発生防止に努めると

ともに、緊急連絡体制を整備している。また、重大なリスク事象が発生した場合には、理事長を本部長

とする対策本部を設置し、関係機関と連携しながら適切に対応する体制を整備している。 

③ 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

理事会を定期的に開催し、法人運営に関する重要事項を審議・決定するとともに、各理事の担当職務を

明確化し、効率的な業務執行を図っている。 

④ 職員の職務の執行が法令及び寄附行為に適合することを確保するための体制 

諸規程の整備及び周知を行うとともに、法令及び寄附行為並びに学内規程の遵守に努めている。 

⑤ 監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制等 

監事に対し、理事会等の重要会議への出席機会を確保するとともに、必要な資料及び情報を適時提供し、

監事監査が適切かつ実効的に実施できる体制を整備している。 


